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はじめに

世帯更生資金貸付制度は，低所得世帯等に対し，

当該世帯の経済的自立と生活意欲の肋長促進を図る

ことを目的として昭和30年に創設されて以来30有余

年を経過した。

この間，本制度は民生委員活動を基礎に社会福祉

の増進に大きく寄与し，現在では低所得階層に対す

る施策の中核的存在と言われるまでに成長を遂げて

きた。

しかしながら，この間急速な社会経済情勢の変化

の中で，地域住民の福祉ニーズも大きく変化をきた

し，本制度はこの数年，貸付件数の伸び悩み，ある

いは，資金種類によっては件数，金額の減少がみら

れること，また，活動の主体となっている民生委員

にいわゆる「世更ばなれ」が指摘される等この変化

にいかに対応していくべきかについて抜本的に検討

する時期にあると考えられる。

そのため，昭和62年9月，学識経験者，現場担当

者等の協力を得て，厚生省生活課に「世帯更生資金

貸付制度基本問題検討委員会」が設置され，時代に

適応する制度のあり方について検討を重ねてきた。

この間，各委員が専門的な立場からの積極的な意

見の交換や現場の実態報告等を得ながら検討が進

み，この度，結論を得る段階となった。

本報告も各委員共通の理解のもとに分担執筆をし

たものであり，今後の制度改正に活用されるよう念

ずるものである。

Ⅰ　世帯更生資金貸付制度の意義と役割

1　制度創設の沿革と意義

戦後の混乱した社会のなかで低所得者対策として

世帯更生資金貸付制度の果した役割は大きなものが

あったが，この制度を産みだす土壌は，生活保護法

の昭和25年改正に伴って生じた民生委員の役割の変

化にあったといえよう。

すなわち，終戦直後の昭和20年12月に「生活困窮
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者緊急生活援護要綱」を，また，昭和21年2月に

「緊急就業対策要綱」を制定するとともに，同9月

には旧生活保護法を制定して，本格的な生活困窮者

対策を開始したが，同法における保護の決定，実施

について民生委員は中心的な役割を担っていた。そ

の後，昭和25年に旧法が廃止され，新たに生活保護

法が制定されたが，保護の決定実施はすべて行政機

関が行うこととなって，民生委員は直接には関与せ

ず「その事務に協力する」ものへと位置づけが大き



く変わった。

この当時，昭和26年の被保護世帯70万世帯のうち

世帯主が働いている世帯は39万世帯と55％を占めて

おり，働いていても低賃金のため生活が出来ないも

のが多いことを示している。また，日雇労働市場の

状況についてみると，就労延べ人員584万人に対し

て就労できなかった不就労延べ人員が138万人もあ

って日雇労働者としてでも就労できなかった者も多

く，低所得者世帯の自立助長は重要な課題であっ

た。

このような低所得者対策の実態と生活保護法にお

ける民生委員の役割の変化を背景として，生活保護

法との関係を中心とした民生委員活動から低所得階

層に対する自主的な活動としての民生委員活動へと

変化してくるなかで，「民生委員一人一世帯自立更

生運動」が各地で行われるようになり，昭和27年の

第7回全国民生委員児童委員大会における「世帯更

生運動実施に関する実践申し合わせ」決議，昭和28

年の第8回全国民生委員児童委員大会における「世

帯更生資金貸付法制定要望の決議」となり，これを

受けて昭和30年に世帯更生資金貸付制度が創設され

ることになった。

この制度は，各都道府県の社会福祉協議会（以下

「社協」という。）が事業実施主体となり，国の1億

円，都道府県の1億円が原資として都道府県社協へ

補助され，各市町村社協及び民生委員の協力のもと

に純然たる民間団体が行う低所得者対策として制度

化されたものである。

2　社会情勢の変化と世帯更生資金貸付制度の

対応

世帯更生資金貸付制度は，国民生活や労働事情等

の社会経済の動向を反映して逐次制度の改善が行わ

れてきた。創設時の世帯更生資金貸付制度は，生活

保護法の生業扶助と同一範囲の生業費，仕度費，技

能習得費という自立のための職業に必要な費用につ

いての貸付が行われた。

しかし，昭和31年度当時，傷病を理由として生活

保護を開始されたものは保護開始世帯の35．9％を占

めていたことに明らかなように，貧困の最大要因は

失業とともに疾病にあった。このため，医療保険制

度が未成熟な情勢の下で医療費の支払が困難な世帯

に対する対策として，昭和32年度に「低所得者に対

する医療費貸付制度」が創設された。この制度の運

営主体は，世帯更生資金貸付制度と同様に各都道府

県社協であり，その貸付資金については国が3分の

2，各都道府県が3分の1補助を行うことで事業が

開始された。

さらに，医療費以外の生活の全体についての貸付

制度の導入を行うことが必要であるとの認識から貸

付範間が拡大され，昭和32年度には生活費，家屋補

修費，出産費，葬祭費についても生活資金として貸

付が行えるようになった。また，国庫補助率も2分

の1から医療費貸付制度と同様の3分の2となっ

た。この改正によって低所得者のための貸付制度は

「世帯更生資金貸付制度」と「医療費貸付制度」の

二制度により教育費を除く生活費全般について行え

るようになったのである。

他方，高校進学の教育費への貸付は制度化が遅れ

た。昭和30年に高校進学率が全国平均では51．5％に

達したことから昭和32年の生活保護実施要領の改正

により，それまで高校へ進学する年齢にある者につ

いては働くことを要件としてその世帯を保護の対象

としていたことを改め，「他からの援助と本人の自

力等により義務教育以上の学校に進学し，かつ，生

活を維持している場合であって，その教育が世帯の

自立助長に効果的に役立つと認められる場合」には

高校以上の学校への進学が認められるようになっ

た。しかし世帯更生資金貸付制度においては，昭和

36年まで教育費の貸付は対象とならなかった。この

ことは国民生活の動向，社会情勢の変化に世帯更生

資金貸付制度が適切に対応しえなかった例といえる

ところである。

その後，昭和36年度に世帯更生資金貸付制度は大

幅な改正が行われ現在の制度の骨格が形成された。

すなわち医療費貸付制度の吸収と併せて貸付範囲が

拡大され，それまでの更生資金，生活資金，住宅資

金（補修）の他に身体障害者更生資金，住宅資金

（改修），修学資金，療養資金を加え6種類となると

ともに，貸付限度額の引上げ，貸付条件の改善等が

行われた。その後も社会情勢の変化に対応して，昭

和37年度には災害援護資金，昭和47年には福祉資金

が新たに加えられ，貸付資金の種類は8種類に拡大

された。

また，大災害時の被災世帯，炭坑離職者，カネミ
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油症やスモン患者世帯，国民年金特例納付等につい

て特例の貸付が行われるとともに，平成元年度から

消費税導入に伴う改正として身体障害者及び精神薄

弱者のための自動車購入に低利貸付が行われること

となった。このように，本制度は，社会経済情勢の

変化に対応して低所得世帯や障害者の自立更生に向

けておおむね適切かつ柔軟な対応を行ってきたとい

えよう。

3　世帯更生資金貸付の現状と問題

（1）資金需要の変化

更生資金の貸付件数は昭和30年度の5，601件から

毎年増加し，昭和35年度には17，119件と順調に貸付

件数を伸ばす。しかし，30年半ばから急激に進んだ

産業構造の変化に伴い就業構造も変化を遂げ，第1

次産業の就業者は昭和25年の48．3％から55年の

10．9％へと大幅に減少し，第2次産業の就業者は昭

和25年の21．9％が55年には33．5％と増加する。他

方，第3次産業就業者の増加がめざましく，昭和25

年の29.7％が55年には55．3％へと達する。このよう

な産業構造の変化のなかで通常の労働能力があれば

就労の機会を得ることはさして困難ではなくなり，

貸付件数は35年度の17，119件をピークとして減少し

61年度では3，797件となった。

また，医療資金，福祉資金の貸付件数は少なく横

ばいの傾向である。住宅資金は現在は低金利時代と

いう背景もあり，償還期間が長期の住宅金融公庫，

市中金融機関との競合等もあって47年度の10，401件

をピークとして61年度の3，730件へと毎年減少傾向

にある。生活資金の貸付は，年間1000件に満たない

がこれは医療または技能習得等のために限定した期

間の場合に限り貸付が行われることによるものであ

り，また対象が限定的であるという意味で災害援護

資金も同様である。

近年，世帯更生資金のなかで身体障害者更生資金

と修学資金の貸付の重要性が増している。経済労働

情勢が活況であってもハンディキャップがある身体

障害者の就労は容易なことではなく，また，日常生

活を営むにもさまざまな障害がある反面，自立と社

会参加への意欲と関心が高まってきたことによるも

のである。また，高校や大学等の進学率の上昇も，

資金需要の増大要因となっている。

（2）資金貸付と自立

世帯更生資金が十分その目的を達成し世帯の自立

につながったかどうかを端的に示すデータは得にく

いが，資金の種類別にみると，更生資金は貸付資金

全体の24％であるのに，不良債権額では62％を占め

ており，また，貸付資金額として最も多い修学資金

は貸付全体の27％であるのに，不良債権額では2％

と低率である。また，身体障害者更生資金も貸付資

金全体の21％であるのに，不良債権額では13％と低

率である。これは，特別の技能を持たない低所得世

帯が更生資金で自立することの困難性を示してお

り，他方，修学資金と身体障害者更生資金は効果が

大きいことを物語っている。

なお，世帯更生資金の貸付原資に対する国庫補助

率は，厳しい財政状況等のなかで，暫定的に2分の

1となっていたが，平成元年度から3分の2に復元

された。これは，この制度が低所得者や障害者の自

立や社会参加の促進，生活の安定の大きな役割を果

たしており，生活保護と密接な関連をもつ制度であ

るという社会的評価が定着していることによるもの

である。

（3）制度運営をめぐる問題

また，この制度の担い手である民生委員について

は，その活動分野が多様化してくるとともに，世帯

更生資金貸付制度に対する民生委員の意識も変化し

てきている。また，民生委員の職業も自営業者等が

減少し，被用者が増加してきたし，婦人の進出も著

しいといったこともあって，資金貸付，償還指導等

に継続的に関与するうえでの障害も増えてきてい

る。さらにまた，資金を借り受けた世帯の他の地域

への転居の増加などに伴い償還指導の困難なケース

が増えるなどといった事態が生じている。

そのほか貸付制度の運営については貸付原資保有

額，償還金免除額等について都道府県間に大きな格

差も見受けられるようになってきたことも問題であ

る。
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Ⅱ　世帯更生資金貸付制度をとりまく社会情勢の変化と課題

以上のように，世帯更生資金貸付制度は戦後わが

国の低所得層の生活援助に大きな役割を果たしてき

たが，同時に低所得層の内容やそのニードがこのと

ころ大きく変貌していることも事実である。これは

社会全体の就業構造や生活様式やその形態，また社

会保障などの制度を含んだ件帯更生資金貸付制度を

とりまく社会情勢が変化してきているからである。

今後の世帯更生資金貸付制度の役割を考える上で，

この変化をどのようなものとして認識するかがキー

ポイントになろう。

1　所得・消費水準の向上と就業構造・生活様

式の変化

世帯更生資金貸付制度発足の頃から現在へかけて

の国民生活の変化の第一にあげられるのは，所得・

消費水準の向上である。この所得・消費水準の同上

は，単に所得が多くなっただけではなく，その背景

に就業構造の変化を伴うものであった。自営業から

雇用者への転換，雇用者家族の共稼ぎ化，兼業農家

の増大，自営業を存続する場合でも家族は雇用者に

なっていくケースが増えていった。このような背景

の中で自営業はその存在基盤がますます困難なもの

となり，とくに，生業的経営の成り立つ範囲は狭め

られてきているといえよう。

他方，このような所得．消費水準の向上，雇用者

化を背景として，一般の勤労者を対象とした消費財

市場の発達が急速に進んだ。特に家電製品，自動車

などの耐久消費財の普及はめざましいものがあった

ことは周知のところである。また雇用者化は高学歴

化を進め，昭和60年度の高校進学率は94％にも達し

ている。

このような多消費型の都市的生活様式は農村にも

普及し，いわゆる「総中流化」社会とよばれるよう

な変化が生じた。人々は「人並みの生活」をめざし

て新しい生活様式に基づいた財とサービスを得るた

めにさらに多くの収入を得ようとして家族の共稼ぎ

化，雇用者化が一層促進されることとなった。ま
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た，その時の収人が十分でなくともローンやカード

の利用で高消費をまかなえる消費者信用の発達がこ

れを支えたことも見逃せない。現在，住宅ローンの

ある世帯は勤労者世帯の36％以上，耐久消費財のロ

ーン利用率は30％以上（自動車のローン利用率は4

割以上）といわれている。）

2　生活の標準化と貧困観・低所得概念の変化

以上のような構造的な変化のなかで，当然従来の

貧困軌や低所得概念によって捉えられる貧困や低所

得層は少なくなっている。

第一に，「人並みの生活」を維持して行くために

必要な財及びサービスの確保は生活の標準化を進

め，持ち物や身なりも均質になっていくので，明ら

かに貧困であるということが外側からはなかなか判

断しにくくなっている。

第二に，今日的においても不安定で相対的に低い

所得の就労の形態は多く存在しているが，それらは

住宅ローンや教育費を捻出する主婦のパートであっ

たり，逆に不安定な親の臨時収入が子供の雇用所得

に支えられていたりするので，一つ一つの収入の低

さ，不安定さは表面には出ないで世帯全体としては

安定したものとして現われやすい。核家族化が進み

子供の数が減少していることもあって，少なくとも

家族が健康で働ける間はなんとかやっているように

みえる。だから家族みんなで働いていてもなお貧し

いという世帯更生資金貸付制度発足当初の低所得層

の形態は減っている。

しかし，反対に今日では次のような二つの典型的

な低所得・貧困な問題が現われていると考えられ

る。第一は，このような「人並みの生活」をするた

めに相対的には不利な条件にある人々である。例え

ば，同じような収入額でも，勤め先の福利厚生制度

によって有利なローンや物資の斡旋，レジャー施設

の利用等が出来る人とそうでない人がある。また，

資産や社会的地位がなかったり，商品や信用制度な

どについての知識が乏しい場合には，高利のサラ金
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利用に走ったり，悪徳商法の被害を受けやすい。所

得額だけをみれば格差は縮小しているように見えて

も，上記のような新しい生活様式に基づいた「人並

みの生活」をして行くための基準をおいてみると，

これらの手段を有利な条件で獲得している人とほと

んどそれらをもたない人とが存在するといえる。

般的にいえば福利厚生制度の整備や社会保険の適用

などの面でめぐまれてない零細企業やパート臨時雇

用など，また自営業などの就業場面ほどまだこれら

の条件が充実していない傾向にある。これらの就業

者でも他の家族収入の援助もあって所得だけをみれ

ば低所得世帯ではないとしても，無理をして「人並

みの生活」をめざすことによって，例えばサラ金や

クレジットカードの破産，それらと関連した家族崩

壊などという問題を生じることが少なくない。

第二は傷病や障害，高齢などで働けない人やそれ

らの人々を抱えた世帯，働く人が母親一人などの場

合である。今日多くの世帯が雇用者化，多就業化を

すすめることによって「人並みの生活」をめざし，

貧困を克服しようとしているとすれば，貧困は働く

ことが困難な人，一人の低収入を他の世帯員がカバ

ーできない世帯の問題に集約されつつある。しか

し，この場合も世帯更生資金貸付制度発足当初とは

異なった側面がある。まず，今日では社会保障や福

祉制度による一定の保障の存在があり，年金や手当

による保障だけで軽業のまま暮らす人々も増加しつ

つあるが，一般に社会保障の水準は基礎的な部分に

限られていることから，現代社会の「人並みの生

活」という基準に照らしてみれば必ずしも十分なも

のとはいえない。社会全体が「中流」意識をもって

きている今日，このような相対的格差による疎外感

にも留意しておく必要がある。

3「高齢化社会」の進行と高齢者・障害者など

の自立と社会参加

世帯更生資金貸付制度をめぐる社会情勢の変化の

もう一つの面としては，周知の「高齢化社会」の進

行の問題がある。高齢化の進行は，年金に依拠して

暮らしていく世帯を増加させ，また在宅でねたきり

等の高齢者を抱える世帯を増加させている。これら

の世帯はその基礎的生活においての保障はあっても

現代の生活様式・「人並みの生活」からはたえず取

りこぼされていく可能性があるといえよう。特に年

金は安定した収入ではあるが，金額が固定している

ために，上記の「人並みの生活」を基礎としたスト

ック財の充実や入院，冠婚葬祭等の際の臨時的出費

には対応しにくい側面をもっている。

したがって，高齢化の進行は，高齢者世帯や寝た

きりの高齢者を抱えた世帯と他の世帯との間で「人

並みの生活」の達成における格差や不公平感を拡大

させていく可能性がある。また同じ高齢者間でも年

金収入だけではなくむしろそれまでの社会的地位や

資産等によって生活上の格差が広まるといえよう。

他方で，この高齢者を含めて，障害者や傷病者を

抱える世帯，母子世帯などの自立と社会参加の要求

が大きくなっているのも今日の特徴である。この要

求拡大の基礎には，高齢者だけでなく障害者などが

地域で独立して暮らす傾向が増大している反面，そ

の生活は基礎部分の生活保障はあるものの現代の一

般的な生活様式を前提とした標準的な生活からみる

とかなり格差があるという不公平感が横たわってい

ることがあげられるといえよう。例えば施設から出

て，或いは親と離れて地域で自立していこうとする

障害者は，その最低生活の保障と共に，地域の他の

人々とそれほどかけ離れていない生活様式の選択を

希望するだろうし，また，母子世帯や傷病世帯等に

とっても，子供の高校進学はもとより更には大学進

学さえも今や大きな生活上の課題となっているので

ある。

4　現代における世帯更生資金貸付制度の課題

このように，世帯更生資金貸付制度をとりまく社

会情勢はその発足当初と比べれば大きく変貌してい

る。この中で低所得者層の新しい内容やニードも所

得の高低や就業の有無だけでなく，高度化された現

代生活やそれを達成し維持していくための諸手段の

有無という観点から把握されることがますます必要

になっている。

一方，高齢化社会の進行はこうした手段を相対的

に欠いた層をさらに拡大していく危険をはらんでお

り，また，障害者などの社会参加と自立要求もこの

ような現代生活の享受における格差の是正をその基

礎においているということができよう。このような

状況の中で，世帯更生資金貸付制度の現代における
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課題はどのように考えられるであろうか。

まず，基本的には上記のような意味で相対的に生

活の諸手段を欠いている低所得層に現代的な生活様

式を平等に享受していくうえで必要な生活資金を有

利な条件でどう提供していくかということが大きな

課題である。従来はどちらかといえば最低の基礎的

生活維持のための補填援助という性格が強かった

が，今後はむしろ上に述べたような所得水準の上昇

や社会保障制度によるある程度の基礎生活の保障を

前提にして，もっと積極的な生活資金援助が課題と

なっている。

特に生業資金による最低生活維持型のみでなく，

耐久財や臨時費，修学資金，また高齢者の生きがい

資金等生活の格差是正と自立安定のための援助が重

要となろう。それは，一見低所得としては現れない

が相対的に不利な生活手段しか持たない層のニード

を安全な方法で満たして生活の破綻を未然に防ぎ，

また働けないで社会保障給付に依存するような人々

の格差感を縮小して，自立と社会参加のための基盤

を確保して行くことにつながると考えられる。

なお，生業資金は自営業の存立環境がきびしく，

雇用者化が進んでいる現在では役割が縮小しつつあ

るが，今後この種の資金も高齢者や障害者などの生

きがいや社会参加，就労機会の拡大，地域おこしの

一環として積極的に位置づけていくなど，現代的な

生活の自立安定のための手段として捉えなおしてい

くことも課題となってくる。

最後に，世帯更生資金貸付制度は3％という極め

て低利の融資制度であるが，近年の未曽有ともいう

べき超低金利時代にあっては相対的にその重要度が

薄れていたともいえる。しかし，今後，金利上昇も

考えられるだけにその有用性は改めて認識され，ニ

ードも再び高まってくるものと思われることに留意

しておく必要がある。

Ⅲ　世帯更生資金貸付制度の基本問題と具体的改善方策

世帯更生資金貸付制度は，社会経済情勢の変化に

対応しながら年々内容の充実改善が図られ，その運

用も年とともに柔軟性を増し，低所得層の生活援助

に大きく寄与してきた。

しかしながら本制度も創設以来30年余を経過した

今日，貸付件数の伸び悩み，民生委員のいわゆる

「世更ばなれ」，近年における低所得層の生活環境の

変容，高齢化社会の到来等諸情勢の変化から新たな

時代に対応した制度の改善が求められているところ

である。

こうした情勢をふまえ，制度の基本的な事項であ

る民生委員活動のあり方，原資の充実あるいは，長

寿福祉社会への対応，ニーズへの変化に対する柔軟

な対応策，制度の長期的な安定の確保といった視点

から制度全体の見直しと改善が必要である。

この場合とくに，本制度を利用する世帯の多様で

きめ細かなニーズに柔軟に対応し，資金の内容や貸

付の手続きをわかりやすく，簡素にして利用しやす

い制度として運用できるよう利用する側の立場にた

った改善と併せて，時代の変化と推移に対応しなが

ら，長期的に利用者のニーズを充足し，安定した運
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営を図る必要がある。

1　制度の基本的問題と対応策

（1）民生委員による指導援助の充実

世帯更生資金貸付制度は，これまでみてきたとお

り，民生委員の日常生活のなかから全国的な自主活

動として展開された民間福祉活動の優れた運動であ

る。特に，民生委員が社協などの団体と協同し，低

所得世帯の人々の社会的経済的な自立更生の促進を

図るため指導援助を加えながら社会福祉的資金の提

供を行ってきた長年にわたる活動の成果は高く評価

されている。

本制度の内容は年々改善充実が図られ，その運用

も利用者の要請を考慮しながら次第に弾力性を増

し，低所得世帯等の生活の安定と向上に大きく寄与

してきたが，近年における民生委員の総活動に占め

る世帯更生資金関係の活動をみると，昭和50年度と

昭和62年度との対比では，民生委員の総活動件数が

182．9％と大幅に増加している反面，世帯更生資金

活動件数は89．7％へと減少傾向を示し，更に地域格
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差も拡大する傾向にある。

民生委員による世帯更生活動の主な停滞要因とし

ては，

・近年における社会情勢の変化，特に高齢化に対

応した福祉対策を中心とした地域の福祉活動の

拡大

・複雑化しつつある家族問題，児童問題等への対

応の増加

・本制度創設期の民生委員の殆どは既に引退し，

低所得世帯に対する民生委員の問題意識も大き

く変化してきていること

などに伴い世帯更生活動への重点的な取り組みが難

しくなっていることが考えられる。

また，経済情勢も大きく変化し，国民の所得水準

も年々向上するとともに，一般市場の金融における

資金枠の緩和，低金利化等も影響していることと思

われる。

しかしながら，昨今における社会経済情勢はⅡ

でみたとおり，高齢者世帯の増加，消費生活水準の

向上，教育費の増大，税制改革に伴って余儀なくさ

れた低所得世帯や年金生活者等の相対的な負担増も

あって，本制度に対する潜在的な需要は多いものと

思考される。

このように，本制度に期待される大きな役割を適

切に果たすためには新たな社会動向に対応した世帯

更生資金貸付制度の改革をすすめる必要がある。

このためにはまず本制度の中核的役割を担う民生

委員活動を基軸とする制度運営の観点から，地域住

民の福祉の向上と生活の安定を図るため，民生委員

の指導援助活動の効果的取り組みが求められる。

従って，新たな時代に対応する本制度の改革とあ

いまって，民生委員研修の計画的な実施とその充実

強化を図るとともに，民生委員の負担を可能な限り

軽減すべく業務処理の大幅な簡素合理化を進める必

要がある。

また，民生委員活動の促進を図るため，活動費を

増額し，その一部については活動実績に応じた配分

方策も検討する必要がある。

なお，平成元年度から各都道府県で2市町村社協

を対象にモデル的に実施される世帯更生資金貸付事

業活性化モデル事業は，本制度の活性化をすすめ，

民生委員の活動を充実させる契機ともなりうるもの

であり，その効果が期待される。

（2）貸付原資の充実

本制度の根幹をなす貸付原資については，国，都

道府県の補助を得て年々増額され，その資金規模も

昭和63年度末には862．5億円と相当の水準に達して

いるが，都道府県別にみると大きなアンバランスが

あり，その格差も年々拡大している。

このことは各都道府県の福祉政策の選択の差にも

よるものと思われるが，利用者である国民の側から

みれば都道府県間にこれほど大きな格差があること

は決して望ましいことではない。

したがって，世帯更生資金貸付制度は社会情勢の

変化に対応した制度の改善を進める一方，各都道府

県及び都道府県社協の本制度に対する積極的な対応

が望まれるところである。本制度の貸付原資につい

ても，今後の制度改善と資金需要を考慮して，資金

の自転も可能とするような中長期的観点に立った都

道府県毎の原資の増額計画を策定することが望まし

い。また，貸付原資の補助についても，都道府県間

の格差の縮減と安定した制度の財政運営を図る観点

から行う必要がある。

（3）制度の運営の見直し

本制度の運営は，民生委員の指導援助活動を中核

とし，各都道府県社協を実施主体として推進してい

るところであるが，長期的な展望のもとに利用者の

立場で見直す必要がある。

本制度は，低所得で「人並みの生活」水準を維持

することが困難な生活を余儀なくされている人々を

対象に，生活の安定と社会的自立を促す目的で低利

または無利子で資金を貸付けるものであり，全国各

地の隅々まで民生委員のきめ細かな援助指導のもと

に進められるものであることから，利用者の最も身

近なところで速効的対応と活用が望まれる。

このような観点から，全国の多くの市町村社協で

実施している小口の生活資金貸付事業（たすけあい

金庫等）の実績をふまえ，本制度も，本格的には長

期的展望としてみると地域福祉の推進とあいまって

市町村社協を運営の実施主体として運用することが

望ましいものと考えられる。

しかしながら，その前提となる貸付原資の効率的

な確保の問題，市町村社協の運営体制等解決の必要

な問題も多く残されているので，後でみるように，

市町村社協への可能な限りの権限委任を図るととも
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に，当面，可能な市町村社協からモデル的に全国的

な実施主体化ができるような弾力的な対応が望まれ

る。

また，利用者の利便性や福祉資金貸付事業全体の

簡素効率化といった観点から，母子・寡婦福祉資金

制度や高齢者住宅整備資金貸付制度との統合による

一本化を望む声もあるが，それぞれの資金制度の成

立経過，貸付に関する団体や機関の違いもあり，当

面は都道府県の判断により資金を一つの制度に集中

し貸付対象を弾力化するといった方法も検討されて

よい。

2　長寿福祉社会に対応する貸付制度の拡大

（1）貸付対象の拡大

本制度の貸付対象は，所得が少ないため一般市場

の金融機関や公庫，公団等の融資を受けられない世

帯，高い利率での償還が困難であると思われる低所

得世帯及び身体障害者世帯を対象に必要な資金の貸

付けを行い民生委員の指導援助を加えながら借り受

け世帯の自立を図ってきた。

しかしながら，近年における高齢化の急速な進行

とともに身体的機能の低下した高齢者も大幅に増加

している。

そしてその多くの高齢者やその家族は長年住み慣

れた家庭や地域での生活を強く望んでいることか

ら，在宅福祉，地域福祉の推進を図る観点に立っ

て，高齢者世帯に対する本制度の貸付対象を拡大す

る必要がある。

こうした高齢者への貸付制度の拡大は地域におけ

る適切な支援活動と相まって，高齢者のための生き

がい創り，居住環境の改善，福祉機器の整備等を促

進し，明るい長寿福祉社会の確立に不可欠の家庭基

盤を整備するうえで大きな役割を果しうるものと考

えられる。

（2）所得基準の見直し

本制度は，低所得世帯の経済的自立と生活意欲の

助長促進を図ることを目的として創設されたという

経緯から，一定の所得基準を設けて運用されている

が，近年における消費水準の向上・高度化，高齢化

の進行に加え税制改革等の影響等も考慮し，長期的

な展望のもとに所得制限の見直しが望まれている。

また，消費生活水準や生活態様の均質化も進んで

いるが，細かくみるとそれぞれの地域で異なる点も

あることから，画一的に設定するのではなく，所得

基準は地域ごとに定め（概ね所得税非課税世帯程

度，または保護基準の1．4～2．0倍程度），その運用

は個々のケースに即した柔軟な対応が必要である。

なお，高齢者世帯については，所得制限を撤廃す

る等大幅な緩和策を講じ，弾力的な運用を図ること

が望ましい。

さらに，精神薄弱者については，従来低所得者と

して貸付を実施してきたが，所得基準のない身体障

害者との均衡を考慮する必要がある。

（3）貸付限度額の引上げ

貸付限度額については，特例制度を設ける等改善

を加えながらその引き上げを図られてきたところで

あるが，近年における消費生活水準の向上等社会経

盲剤盲勢の変化に即応し，各資金種類とも現行の特例

制度の額程度を上限として一本化し，併せて社会経

済情勢の変化に対応した適正な上限の設定を図ると

ともに，個々の事業に即して所用額を貸付けるよう

に改めることが適当である。

3　ニーズへの柔軟な対応

（1）社会参加，共同事業への対応

高齢社会への対応，ノーマライゼーションの推進

を図るため，居住環境の整備，社会参加の促進に必

要とする資金を貸付けるよう対象を拡大する。

高齢者や障害者とその家族が共同して行う事業へ

の貸付については，本制度が世帯を単位とした個人

貸付を原則としていることをふまえつつ，個々の借

受世帯が共同で事業を行うことの妥当性や必要性が

認められる場合には現行の運用でも弾力的に対応し

てきたが，今後一層このような方向での柔軟な対応

が適当である。

（2）資金種類・条件

ア　資金種類の統合

高齢者福祉の資金種類の導入にともなう8種5

項目に及ぶ資金種類については，わかりやすさ，

利用しやすさといったことも勘案して統合簡素化

してはどうかとの意見がある。しかし，貸付決定
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の際には資金使途の確認が必要であり，たとえ資

金種類を統合しても資金貸付対象の細目とこれに

見合う上限の設定は必要となってくる。また，高

齢者福祉の資金貸付を拡大するとなるとこれらを

どのように位置づけていくかの問題がある。これ

らを勘案して，資金使途等を勘案したわかりやす

い資金種類に認めるよう検討することが望まし

い。

イ　償還期間等の見直し

一部の資金について償還能力，設備の耐用年数

等勘案し，貸付限度額の引き上げに見合う期間延

長を検討する必要がある。

ウ　再貸付の要件の緩和

再貸付については，災害及び一定の条作を付して

認められているが，生業費の運転資金について，

限度額の範囲内で再貸付できることとすることが

望ましい。

エ　貸付の特例措置の移行

更生資金（生業費）及び福祉資金については，

現行では厚生大臣の特例措置として認められてい

るが，制度運用により定着しているので他の資金

と同様に「特に必要と認められる場合」の限度額

にそのまま移行させ，この特例措置は廃止するこ

とを検討する必要がある。

（3）他制度との関連

母子・寡婦福祉資金等他の公的資金が利用できる

世帯については，原則として資金の貸付対象としな

いものとしているが，前述したように各都道府県に

おけるそれぞれの公的資金貸付制度の状況を十分見

極め，借受者のニーズに即応して本制度の資金でも

対応できるように検討されることが望ましい。

（4）貸付手続

市町村社協を実施主体とし，当面直ちに全般的に

権限委任することは前述したとおり困難であるが，

借受者にできるだけスムーズに，また緊急のニーズ

に対応できるようにするため，市町村社協に委任を

図る等貸付事務処理の迅速化を一層促進する必要が

ある。

ア　貸付決定権の市町村社協への委任化

①　市町村社協の貸付決定権限を実質的に拡大す

るため都道府県社協会長が専決で貸付決定する

ことのできる市町村社協の対象を定めているが

これを拡大することが適当である。

（む　また，それ以外であっても，資金の種類によ

っては，都道府県社協に設置される運営委員会

および調査委員会の意見を開かずに貸付決定で

きる資金として，更生資金及び身体障害社更生

資金の一部などの緊急的安定的資金が定められ

ているが，これを拡大し，新たに「生活資金」

を加える。

③　進学等固定化した事情による場合における支

払猶予の手続きについては，運営委員会の意見

を聞くことなく都道府県社協会長専決で決定で

きるとする。

④　また，緊急の資金ニーズに対応できるよう

「福祉資金」の中に「緊急生活資金」を新たに

設け，「福祉資金」「緊急生活資金」は市町村社

協の会長専決によるものとするよう検討する必

要があるが，この場合，貸付金の償還が期待で

きない可能性が高まるかもしれない点を十分考

慮しておく必要がある。

⑤　なお，市町村社協の実施主体化の試行につい

ては，市町村社協における体制の整備，資金の

計画的効率的な運用の担保が可能となるような

条件を整える必要があるが，これらの検討と併

せて，都道府県の判断で行えるよう前向きに検

討する必要がある。

ア　申請から決定までの手続き期間の短縮

すでに「おおむね2週間以内に借入申込者

に資金の交付ができるよう」にとの目標を基

準として取り扱われているところであるが，

なお，不十分な状況が見受けられるので指導

の徹底を図る必要がある。また，通信事務機

器等の近代化等手続きの短縮に必要な事務の

合理化を進める必要がある。

イ　施設地と自立地（開業地）が違う場合

障害者が更生施設を終了した場合，他市町

村で事業を開始するケースが多く見られるの

で，これに対する資金貸付が円滑にすすむよ

う社協や民生委員間における連携，事務処理

について指導を徹底すべきである。

ウ　なお，緊急に資金貸付が必要なケースや民

生委員経由に抵抗感もある等の事情も勘案す

ると，従来の民生委員窓口に加えて，借受希
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望者は社協の窓口に直接申請もできるといっ

た仕組みも用意しておくことが適当である。

（5）貸付及び償還手続きの簡素化

借受者の手続きのための労力・時間の節約と定期

的な償還への利便を高めるため，実施可能なところ

から銀行等金融機関の口座から自動引き落しを進め

る。また資金の貸付にあっては，利用者の意向にそ

って口座振込を検討する。ただし，これらの導入に

あたっては，地域の民生委員の訪問・援助活動が適

切に行われるように十分配慮しておく必要がある。

4　長期的な制度の安定

（1）名称

現行制度は，昭和30年の制度創設以来30年余を経

過し，「世帯更生資金」の名称も行政や福祉関係者

・民生委員の間において定着している。

しかしながら，これまでに明らかにしてきたとお

り，今日的な時代の要請に即して制度全般にわたっ

て改善を行う必要性が迫っている。

このような情勢にかんがみ，資金の名称について

も利用する国民に親しまれ，かつ，わかりやすい資

金としてその内容改善にふさわしい名称に変更する

ことが適切であると思われる。在宅福祉と家庭生活

のより積極的な推進と安定を指向する趣旨を表すこ

とから「生活福祉資金貸付制度」という名称に改め

ることが望ましい。

なお，利用者にとってより親しまれやすい愛称の

設定といったことも，民生委員の参画を得ながら検

討されることが期待される。

（2）貸付金利子

本制度の利率は，他制度からみても最も低利で運

営しており，貸付対象者の償還能力等を十分勘案し

て無利子の据置期間を設定したうえで年3％で創設

し，運営してきている。この利率は，母子・寡婦福

祉資金あるいは災害弔慰金の支給等に関する法律に

基づく災害援護資金に準拠しており，特別の場合を

除いて異なる利率を設定することは適切でないと考

える。

しかし，事務費不足の減少が出始めつつあること

から制度全体の中で見直すべきとの要望が強い。
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とくに，無利子の修学資金の伸びが著しく貸付事

務費財源の逼迫を招いているところから「修学資

金」からも利息をとるべきだという意見もあるが，

日本育英会その他の修学資金との関連について十分

考慮する必要がある。また，療養資金については資

金の性格上無利子とするよう求める要望も多い。

なお，延滞利子一については現行10．75％となって

おり，他の公的資金貸付の延滞利子と比較し，必ず

しも低利のものとなっていないことから引き下げの

要望がある。償還困難世帯の実態等を勘案し，延滞

利子については貸付金利子の2倍以内とすることが

妥当である。

（3）債権保全

地域社会の変動と連帯意識の希薄化，核家族の増

大等によって，保証人とくに連帯保証人を確保する

ことが困難な状況にあり，債権保全にあたっての執

行段階となると実質的な保証人の役割が形骸化して

いる傾向もみられる。しかし反面で，償還金の滞納

ケースについては，償還事務についてとくに保証人

との連携を強化する必要がある。

また，単身（夫婦）高齢者世帯への貸付を弾力的

に行うため，同一市町村以外に居住する子供等を対

象として連帯借受人に設定する必要があり，この取

り扱いをした場合には，保証人は不要としてよい。

さらに，「修学資金」および「技能習得費」につ

いても，世帯主及び修学，技能を修得する子供のい

ずれも連帯借受人とすることができることとし，こ

の場合も同じく保証人は不要として差し支えない。

なお，貸付金の償還確保，連帯保証人を得にくい

ケースへの対応といった観点から，信用保証制度を

創設すべきだとの意見があるが，単に，債権保全を

目的とした信用保証制度の導入は，世帯の自立を援

助する役割を担う保証人の必要性，民生委員制度の

趣旨といった観点からみて当面は適当ではないと考

える。

また，保証人制度にかえて，物的担保制度を導入

してはどうかとの意見もあるが，本制度は低所得世

帯及び生活の安定を欠くおそれがある障害者，高齢

者，母子世帯等に対しての資金の貸付と民生委員の

必要な援助により，経済的・社会的自立と生活意欲

の助長促進を図っているものであり，担保制度の導

入により定着している制度の安定的な運用をゆがめ
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る恐れがある。また，担保物件の鑑定評価，保管管

理とその処分等をめぐっても種々問題も多いこと等

から，担保制度の導入はなじまないものと考える。

また，欠損補てん積立金は，都道府県の貸付実態

を反映して都道府県間格差が拡大し，一部の都道府

県では不良債権の整理に伴い，積立額に不足を生ず

る恐れがでている。

欠損補てん積立金特別会計の効率的運営と都道府

県間調整といった観点から欠損補てん共済制度の創

設等について検討を加え何らかの対応を用意する必

要がある。この場合，別添のような試案がたたき台

として関係者間で十分検討されることが期待され

る。

（4）運営体制

本制度は，民生委員を基軸とした制度であり，制

度を活性化させるためには民生委員による指導援助

の強化を図る必要がある。

とくに転居等移転者については，都道府県社協が

中心となり，他都道府県社協との相互の連携を強め

て，民生委員による効果的な対応を行う必要があ

る。

また，延滞ケースについては，不良債権の類型に

応じた整理の方策を標準化し，民生委員への過重な

負担を軽減し，積極的に不良債権整理を促進するこ

とが望ましい。

身体障害者相談員を窓口として民生委員と同様に

貸付ができるようとの要望もあるが，償還援助まで

委ねることは困難と思われることから，相談員と民

生委員，市町村社協との連携強化について指導を強

め，円滑かつ適切な貸付が行われるよう配慮する必

要がある。

なお，身体障害者世帯の貸付申請について福祉事

務所長の意見を付すことは廃止してよいと考える。

また，必要に応じ，更生援護施設長の意見を聞くこ

とを考慮することも必要である。

（5）事務費財源確保

前述のとおり，無利子である修学資金の貸付の伸

びとの関係で有利子化を検討するにあたって事務費

補助とのかね合いを勘案し検討をする必要がある。

このことは，療養資金の無利子化や障害者用自動

車購入資金の軽減利率の適用に当たっても配慮する

必要があるし，さらに，事務処理体制の近代化に伴

って必要とされる電算関係プログラム費用その他の

事務合理化の費用を確保することも必要である。

また，民生委員実費弁償費についても，民生委員

により本資金の取扱件数に大きな遠いがあり，一律

配分は是正すべきであるとの意見もあるので，民生

委員実費弁償費の増額と併せて検討する必要があ

る。

さらに，市町村社協の事務費については，権限拡

大，事務増大等を勘案してその増額を図るべきであ

る。

（6）申請書等

申請書の株式等についても簡素化をねらいとして

申請書の株式等の改善を図る必要がある。

別添

欠損補てん共済制度試案

1．趣旨

資金貸与に伴って生じる償還不能額（欠損）につ

いて，その1／2を全国的に共済することにより，欠

損補てんの円滑化，貸与の活性化を図るとともに資

金のプールによる効率的活用により制度の一層の充

実を図る。

2．共済の仕組み

毎年度不可避的に生ずる欠損の適切な補てんを図

るため，各都道府県社協から全社協に一定の掛金の

出資を求め，欠損が発生（免除）した場合，その

1／2を給付することとする。

（1）共済の対象

各都道府県杜協が補てんした欠損額の1／2。

（注）1／2とした理由

・全国的な視点から，欠損補てんの共済を図

る。

・実施運営主体である各県社協の運営努力，責

任を考慮。

・安易な欠損補てん処理の防止。

（2）掛金額
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・今後分

過去の実績を基に算出し，年間貸付額の一定率

とする。

・過去分

過去分（現在までに貸付けた分）については，

実績を基に原資の一定率とする。……当面1000分

の10（目標額1000分の20の1／2）ただし，不良債

権額（率）により若十の修正を考慮する。

3．資金の運用

（1）全社協では，特別会計を設けて，集中して管

理，運用。

（効率運用を図る）

（2）災害等による一時的な資金不見への対応。

・利子　　　　無利子

・貸付期間　　翌年度返済

・限度額　　　所要額，国庫補助額等を勘案して

個別判断

（当面，厚生省協議）

（3）運用益の効果的活用

・全国的視点に立った制度改善，研究等

・各県社協における先駆者事業への補助

・原資繰入れによる掛金の低額化

・全社協の本部特会運営事務費
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1．世帯更生資金年度別．資金種類別貸付状況

年 度

更　 生　 資　 金 身 体 障 害 者 更 生 資 金 生　 活　 資　 金 福　 祉　 資　 金 住　 宅　 資　 金

件　 数 金　　 額 件　 数 金　　 杯 件　 数 金　　 額 件　 数

　 ・

金　 額 件　 数 金　　 額

3 0 5 ，6 0 1 18 7 ，0 9 5 0 0 0 0 0 0 0 0

3 1 5 ，7 3 4 2 ⅰ3 ，5 4 6 0 0 0 0 0 0 0 0

3 2 1 0 ，5 9 2 4 2 3 ，7 3 1 0 0 9 7 5 2 4 ，8 5 2 0 0 0 0

3 3 ⅰ4 ，0 19 5 3 4 ，8 3 4 0 0 2 ，2 0 2 54 ，2 0 4 0 0 0 0

3 4 ⅰ5 ，7 6 1 6 5 5 ，5 3 3 0 0 巨 司 90 ，l 1 2 0 0 0 0

3 5 四 7 9 6 ，ⅰ9 ⅰ 0 0 2 ，0 9 6 58 ，2 7 6 0 。 0 0

3 6 1 4 ，0 17 8 2 1 ，8 0 3 3 ，4 4 6 2 3 4 ，6 7 4 7 7 9 50 0 0 5 ．4 3 6 2 8 7 ．3 1 0

3 7 1 ⅰ，7 6 5 7 9 4 ，3 9 8 3 ，4 8 9 2 6 5 ，4 3 2 6 4 8 50 0 0 3 ，6 3 5 2 2 4 ．7 3 5

3 8 12 ．2 8 9 9 6 3 ，0 3 6 3 ，6 2 0 3 2 3 ．3 0 7 7 1 9 7 6 0 0 4 ，8 6 8 3 5 9 ．5 2 9

3 9 1 1 ，9 4 5 1 ，13 0 ，3 9 1 3 ，3 0 1 3 5 5 ，6 3 8 7 1 9 6 6 0 0 5 ，19 3 4 2 7 ，04 3

4 0 1 2 ，17 5 1 ，3 3 4 ，5 3 2 3 ，4 0 0 4 13 ，5 19 13 1 3 ，0 6 6 0 0 6 ，3 7 6 5 6 2 ，6 5 3

4 1 1 1 ，7 4 6 1 ，3 6 6 ，2 0 2 3 ，6 2 0 4 5 9 ，7 6 6 17 3 4 ．2 5 9 0 0 7 ，5 6 3 8 3 5 ，4 3 6

4 2 1 1 ，0 5 0 1 ，4 7 4 ．3 5 8 3 ，5 1 1 5 13 ，8 7 4 14 7 3 ，5 7 6 0 0 8 ，10 6 1 ，0 3 3 ，3 4 1

4 3 9 ，7 3 3 1 ，5 4 8 ，4 4 0 3 ，5 2 4 6 3 7 ，4 2 0 1 10 2 ，7 2 5 0 0 8 ，2 1 8 1 ，2 5 2 ，9 9 0

4 4 9 ，2 0 0 1 ，6 8 9 ，2 6 6 4 ，2 9 0 8 9 1 ，8 5 1 16 2 8 ，7 7 5 0 0 9 ．4 8 7 1 ，6 6 3 ，0 1 5

4 5 8 ，3 4 3 1 ，7 7 9 ，9 4 6 匡 ≡至ヨ 1，12 3 ，9 7 5 2 0 7 15 ，6 9 4 0 0 9 ．4 1 9 1 ，70 4 ，6 7 7

4 6 7 ，1 8 1 1 ，7 7 2 ，5 2 2 4 ，13 8 1 ，15 0 ，5 9 6 ⅰ9 3 12 ，8 4 3 0 0 8 ，9 8 ⅰ 1 ，94 1 ，3 7 3

4 7 6 ，6 6 0 1 ，8 2 1 ，4 8 3 3 ，8 5 4 1 ，17 0 ，5 10 18 7 14 ，0 0 6 2 2 7 9 ，3 3 2 四 2 ，7 2 5 ，7 3 6

4 8 6 ，2 5 4 2 ，19 5 ，0 ⅰ2 3 ，9 9 7 1 ，4 7 7 ，7 8 3 15 2 13 ，6 2 6 3 2 2 13 ，4 2 8 8 ，0 4 4 2 ，2 5 9 ，2 4 8

4 9 6 ，7 0 8 2 ，9 1 6 ，4 8 9 4 ，2 7 6 1 ，9 5 1 ，0 8 4 2 3 6 3 2 ，3 4 2 4 0 5 2 2 ．5 2 2 9 ，4 8 8 3 ，5 12 ，7 8 7

5 0 5 ，4 8 7 2 ，4 9 8 ，9 9 2 4 ，5 1 1 2 ，2 0 9 ，7 9 7 3 5 7 5 8 ，4 7 4 2 ，4 0 1 16 1 ，5 5 7 7 ，9 8 9 3 ，6 0 8 ，6 8 9

5 1 5 ，6 0 4 2 ，9 1 4 ，5 3 3 4 ，2 6 9 2 ，4 2 5 ，9 6 7 2 2 3 4 4 ，6 2 9 2 9 1 19 ．9 8 0 8 ，0 7 2 4 ，39 9 ，4 2 1

5 2 5 ，6 7 7 3 ，2 1 2 ，1 9 8 4 ，4 2 9 2 ，7 16 ，0 8 9 3 8 3 7 6 ，8 4 8 3 9 9 2 4 ，4 8 1 7 ，5 9 3 ロ ニ雪 空 聖 ］

5 3 5 ．8 2 6 3 ，5 4 1 ，0 5 5 4 ，5 6 6 3 ，0 5 6 ，18 3 8 7 8 匹 6 7 1 3 4 ，3 7 3 7 ，0 0 2 4 ，23 0 ，9 0 3

5 4 5 ，7 8 2 3 ，9 6 7 ，6 8 8 3 ，4 6 7 2 ，5 8 7 ，5 5 8 5 6 0 2 3 3 ，2 3 2 2 ．2 9 0 3 8 4 ．8 5 6 6 ，74 6 4 ，3 2 6 ，8 7 2

5 5 6 ，6 6 7 4 ，7 5 7 ，8 7 8 3 ，6 0 6 2 ，9 8 8 ，6 4 1 5 0 9 19 6 ，5 4 6 田 ［三三璽 コ 三∃ 6 ，68 9 4 ，4 2 6 ，6 4 6

5 6 6 ，1 4 2 匹 3 ，7 3 7 匡 空室 二亘司 4 4 4 15 4 ，6 6 0 3 0 4 2 7 ，5 7 0 6 ．28 2 4 ，4 4 1 ，9 0 7

5 7 5 ，0 2 1 4 ，2 5 8 ，6 8 3 3 ，1 6 8 3 ，1 8 0 ．6 9 2 3 7 7 13 7 ，4 5 1 2 6 5 2 7 ，8 6 2 5 ，0 9 7 3 ，7 7 6 ，7 13

5 8 4 ，6 1 8 4 ，1 9 4 ，8 9 6 2 ，9 9 9 3 ，2 2 7 ，4 8 3 4 1 2 1 5 0 ，3 5 1 2 5 6 2 7 ，0 4 6 4 ，54 7 3 ，4 8 8 ，4 16

5 9 4 ，5 6 4 4 ，3 1 2 ，2 0 0 2 ，8 3 2 3 ，3 0 4 ，8 4 2 4 8 0 17 7 ，2 6 1 3 0 2 3 8 ，2 4 1 4 ，20 7 3 ．3 3 2 ，7 9 7

6 0 4 ，0 0 8 3 ，9 2 3 ，7 2 9 2 ，6 2 3 3 ，2 4 9 ，9 2 7 5 8 5 1 9 6 ，7 5 3 3 6 9 5 1 ，1 2 9 3 ，76 6 3 ，0 5 3 ，7 16

6 1 3 ，7 9 7 3 ，8 8 4 ，1 6 0 2 ，4 7 5 3 ，3 2 3 ，4 7 4 7 3 9 2 9 8 ，0 2 8 3 6 8 5 4 ，8 1 8 3 ，7 30 3 13 8 8 ，4 6 0

6 2 2 ，9 7 6 3 ，0 9 1 ，7 5 1 2 ，1 5 5 3 ，0 4 8 ，1 4 6 6 3 4 2 3 6 ，0 3 9 3 7 4 6 4 ，8 6 7 3 ，0 54 3 ，0 0 7 ，2 4 7

計 2 7 4 ，0 6 1 7 3 ，9 1 9 ，9 4 7 9 7 ，9 0 1 4 9 ，7 4 3 ，0 5 4 1 7 ，1 7 5 2 17 3 8 ，1 1 5 1 6 ，5 3 8 2 ，2 4 5 ，1 7 9 1 7 9 ，9 8 9 6 8 ，7 4 4 ，5 8 1

（注）〔　内はピーク時の件数・金額
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町篭

（単位：性、千＝）

修　 学　 資　 金 療　 養　 資　 金 災 害 援 護 資 金 計

件　 数 金　　 額 件　 数 金　　 額 住　　 数 金　 額 件　 数 金　　 額

0 0 0 0 0 0 5 ，6 0 1 1 87 ，0 9 5

0 0 0 0 0 0 5 ，7 34 2 1 3 ，54 6

0 0 4 ，3 7 0 12 2 ，0 7 8 0 0 1 5 ，9 3 7 5 70 ，66 1

0 0 団 2 8 0 ，0 7 9 0 0 2 6 ，8 9 2 8 69 ，ⅰ1 7

0 0 8 ，28 5 22 6 ，8 6 0 0 0 2 7 ，3 8 6 9 7 2 ，50 5

0 0 9 ，0 8 6 2 69 ，17 6 0 0 2 8 ，3 0 1 1 ，ⅰ2 3 ，64 3

4 7 4 8 ，8 8 8 7 ，2 2 3 2 36 ，0 8 9 0 0 3 0 ，6 7 3 1 ，5 8 9 ．7 ⅰ4

9 0 7 2 4 ，9 1 6 6 ，1 0 1 2 1 5 ，5 7 1 3 ，6 6 5 2 2 8 ，14 9 2 9 ，6 2 6 ⅰ，7 5 4 ，0 5 1

1 ，8 3 2 7 5 ，5 9 4 5 ，6 5 0 2 0 7 ，24 0 3 ，4 8 2 2 2 7 ，6 5 6 3 1 ，8 12 2 ，ⅰ5 7 ，3 3 8

2 ，6 2 6 1 1 9 ，3 0 2 4 ，8 4 5 1 8 5 ，0 3 3 4 ，2 9 1 3 7 8 ，8 0 3 3 2 ，2 7 2 2 ，5 9 7 ，1 7 6

4 ，1 0 3 ⅰ6 5 ，3 6 5 5 ，6 9 3 3 0 4 ，7 9 0 四 4 3 5 ．0 3 2 3 6 ，6 2 8 3 ，2 1 8 ，9 5 7

4 ，9 0 6 1 8 5 ，9 8 0 5 ，5 8 2 3 3 8 ，1 6 2 3 ，9 1 5 3 5 0 ，3 4 3 団 3 ，5 4 0 ，1 4 8

5 ，0 9 5 1 8 8 ，2 8 6 5 ，0 4 4 3 4 0 ，5 9 0 3 ，8 1 0 3 5 6 ，6 1 6 3 6 ，7 6 3 3 ，9 1 0 ，6 4 1

4 ．6 9 2 1 7 9 ，3 6 9 5 ，0 5 6 4 0 4 ，8 2 0 2 ，2 9 4 2 8 4 ，0 6 7 3 3 ，6 2 7 4 ．3 0 9 ，8 3 1

4 ．7 7 2 1 9 5 ，9 3 0 4 ，6 2 4 4 0 8 ，7 3 9 2 ，7 8 0 3 1 4 ，1 0 1 3 5 ，3 15 5 ，16 9 ，6 7 7

4 ，0 8 8 1 7 1 ，1 9 1 4 ，4 5 9 匝 司 2 ，7 9 2 3 9 5 ，9 2 9 3 3 ，9 0 6 5 ，6 3 9 ，4 9 5

4 ，0 3 9 1 8 4 ，9 7 2 4 ，2 0 1 4 3 4 ，3 2 5 2 ，0 6 7 2 9 1 ，3 8 0 3 0 ，8 0 0 5 17 8 8 ，0 ⅰ1

4 ，2 0 1 2 4 0 ，3 8 4 3 ，6 7 1 4 1 3 ．6 0 5 4 ，4 5 3 6 4 6 ，8 5 9 3 3 ，6 5 4 7 ，0 4 1 19 1 5

4 ，4 9 5 3 4 0 ，3 1 8 2 ，3 1 6 2 7 6 ，0 9 3 1 ，2 4 8 2 3 3 ，8 5 2 2 6 ，8 2 8 6 ，8 0 9 ，3 6 0

4 ，4 6 5 3 9 7 ，6 3 9 2 ，0 8 5 2 6 3 ，6 0 5 8 6 5 1 6 2 ，2 5 3 2 8 ，5 2 8 9 ．2 5 8 ，7 2 1

5 ，3 3 9 6 0 5 ，9 7 2 1 ，7 3 3 2 2 0 ，2 9 3 6 3 4 1 5 5 ，8 3 9 2 8 ，4 5 1 9 ，5 1 9 ，6 ⅰ3

5 ，5 9 5 7 6 2 ，6 3 9 1 ，4 3 7 1 8 5 ，4 3 5 9 3 8 2 6 8 ，8 6 5 2 6 ，4 2 9 1 1 ．0 2 1 ，4 6 9

6 ，5 2 1 1 ，1 2 7 ，6 7 8 1 ，2 8 4 1 6 7 ，8 8 4 7 6 6 2 4 7 ．9 2 0 2 7 ，0 5 2 12 ，0 4 6 ，0 19

7 ，2 8 4 1 ，3 9 7 ，0 4 5 ⅰ，0 9 3 1 4 0 ，9 5 1 6 3 6 2 3 1 ，3 5 9 2 7 ，9 5 6 13 ，0 6 9 ，6 14

7 ，5 9 4 1 ，9 4 8 14 6 4 9 5 3 1 3 9 ，8 6 2 7 6 1 2 8 2 ，5 2 8 2 8 ，15 3 13 ，8 7 1 ，0 6 0

8 ，7 5 1 2 ，8 7 4 ，5 0 6 1 ，0 2 5 1 6 0 ，6 0 7 7 0 2 2 7 1 ，9 9 8 3 5 ，2 6 3 16 ，9 5 9 ，9 3 9

9 ，5 1 7 3 ，4 1 1 ，8 0 0 8 6 0 1 3 5 ，2 2 6 7 0 8 3 4 7 ，3 6 8 2 7 ，9 9 4 16 ，9 1 6 ，7 3 3

9 ，7 6 1 3 ，4 1 5 ，0 0 8 7 0 2 1 0 8 ，2 9 9 5 9 9 3 3 2 ，7 3 4 2 4 ，9 9 0 15 ，2 3 7 ，4 4 2

9 ，7 8 2 3 ，4 3 5 ，3 8 8 8 4 0 1 5 0 ，0 6 2 6 8 8 3 9 1 ，4 6 7 2 4 ，14 2 15 ，0 6 5 ，10 9

1 0 ，6 2 7 3 ，9 3 0 ，4 1 0 9 9 3 1 8 2 ，7 6 8 2 3 7 1 3 3 ，1 6 5 2 4 ，2 4 2 15 ，4 1 1 ，6 8 4

10 ，0 8 9 4 ，1 2 7 ，6 1 2 1 ，1 8 4 2 4 7 ，8 9 4 3 7 1 2 1 3 ，8 7 8 2 2 ，9 9 5 15 ，0 6 4 ，6 3 8

1 0 ，6 2 8 4 ，4 7 2 ，8 7 8 1 ，2 4 8 2 8 8 ，1 0 1 2 ，5 3 9 3 6 9 ，5 0 1 2 5 ，5 2 4 16 ，0 7 9 ，4 2 0

匡 司 い ，8 4 0 ，9 7 0 1 ，0 7 2 2 6 0 ，8 0 1 6 0 6 5 1 1 ，1 0 3 2 1 ，6 4 2 ⅰ5 ，0 6 0 ，9 2 4

1 6 2 ，9 5 4 3 8 ，8 2 8 ，5 0 4 1 1 3 ，3 8 6 7 ，7 6 3 ，1 2 1 5 0 ，5 9 7 8 ，0 6 2 ，7 6 5 9 12 ，6 2 1 2 5 2 ，0 4 5 ，2 6 6
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瑠
増
j
葛
－
－
ナ
ィ 世帯更生資金貸付制度基本問題検討委貝会報告

各県別原責保有額の状況

昭和62年度末（単位：千円）

都 道 府 県 名 原　　 資 都 道 府 県 名 原　　 資

1　 北 海 道 2 ，70 2 ，7 7 2 25　 滋　 賀 1，0 13 ，38 0

2　 青　 森 1 ，7 20 ，9 24 26　 京　 都 2 ，15 8 ，0 63

3　 措　 手 1 ，8 97 ，7 9 2 27　 大　 阪 3 ，39 2 ，0 65

4　 宮　 城 1 ，2 72 ，500 28　 兵　 庫 1 ，2 11 ，2 6 1

5　 秋　 田 1 ，7 58 ，2 5 2 29　 奈　 良 69 7 ，5 56

6　 山　 形 1，4 07 ，58 7 30　 和 歌 山 1 ，22 2 ，2 69

7　 福　 島 1，4 09 ，6 0 0 3 1 鳥　 取 86 1 ，5 00

8　 茨　 城 1，104 ，4 3 7 32　 島　 根 1 ，25 3 ，0 74

9　 栃　 木 8 8 3 ，16 7 33　 同　 山 1 ，40 4 ，7 22

10　 群　 馬 87 2 ，30 0 34　 広　 島 2 ．0 50 ，4 17

1 1 埼　 玉 1，7 19 ，85 3 3 5　 山　 口 1 ，79 8 ，5 87

12　 千　 葉 1，4 0 1，4 9 8 36　 徳　 島 2 ，00 7 ，8 10

13　 東　 京 5 ，4 90 ，26 0 37　 香　 川 1 ，74 8 ，3 50

14　 神 奈 川 2 ，18 2，90 0 38　 愛　 媛 1 ，90 7 ，2 0 1

15　 新　 潟 2 ，166 ，32 5 39　 高　 知 1 ，5 53 ．5 45

16　 富　 山 53 8 ，6 98 40　 福　 同 3 ，8 38 ，0 50

17　 石　 川 83 9 ，0 00 4 1 佐　 賀 1 ，16 7 ，0 30

18　 福　 井 96 9 ，6 18 4 2　 長　 崎 3 14 9 1，8 88

19　 山　 梨 75 6 ，9 50 43　 熊　 本 3 ，1 16 ，2 83

20　 長　 野 1，2 5 9，43 0 44　 大　 分 2 ，06 3 ．0 14

2 1 岐　 阜 1，2 29 ，85 0 4 5　 宮　 崎 2 ，70 9 ，3 50

22　 静　 岡 1，4 5 9 ，20 8 4 6　 鹿 児 島 3 ，80 1，4 06

23 愛 知

24 三 重

1，3 5 3 166 5

1，4 19 ，5 13

4 7　 沖　 縄 2 ，2 49 ，4 66

計 8 4 ，5 32 ，3 86

143


